
【参考】

中央区役所周辺の公共施設再編事業

新旧対照表

令和7年10月

さいたま市



要求水準書（案）

（総則）
頁 修正前 修正後

第１ 総則

６ 本事業で整備する施設の概要

（1) 再編対象施設に導入する機能一覧

表1 5 カフェ・コンビニ カフェ・自動販売機

7 事業者の業務範囲
（1）本来事業

5

ア　設計業務
・事前事後調査業務
・基本設計・実施設計業務
・解体設計業務

ア　設計業務
・事前事後調査業務
・基本設計・実施設計業務

6

イ 建設・解体工事監理業務 イ　工事監理業務

９ 事業期間

7

・基本協定の締結：令和７年９月
・事業仮契約の締結：令和７年１０月
・事業契約に係わる議会議決：令和７年１２月
・事業契約の締結：令和８年１月
・設計・建設・解体期間：令和８年１月から令和１５年６月末日まで
　　　　　　　　　　　　　　（うち建設期間：令和１４年３月末日まで）
・開館準備期間：各施設の引渡し日が属する月の３箇月後の末日まで
・施設の供用開始：開館準備期間終了日の翌日
・維持管理業務期間：各施設の引渡しから令和２９年３月末日まで
・運営業務期間：各施設の供用開始日から令和２９年３月末日まで

・基本協定の締結：令和９年３月
・事業仮契約の締結：令和９年４月
・事業契約に係わる議会議決：令和９年６月
・事業契約の締結：令和９年６月
・設計・建設・解体期間：令和９年6月から令和１７年12月末日まで
・開館準備期間：各施設の引渡し日が属する月の３箇月後の末日まで
・施設の供用開始：開館準備期間終了日の翌日
・維持管理業務期間：各施設の引渡しから令和32年３月末日まで
・運営業務期間：各施設の供用開始日から令和32年３月末日まで
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要求水準書（案）

（設計・建設）
頁 修正前 修正後

第１ 設計・建設に関する基本要件

２ 事業範囲

（2) 解体範囲

・西B 街区及び東A 街区を除く解体範囲内は、地中埋設物も含め、全て撤去することを原
則とする。ただし、本市との協議の上、施設・施工計画上支障のない地下工作物は、「既存地
下工作物の取り扱いに関するガイドライン」に沿って存置することも可とする。

・解体範囲内は、地中埋設物も含め、全て撤去することを原則とする。ただし、本市との協
議の上、施設・施工計画上支障のない地下工作物は、「既存地下工作物の取り扱いに関する
ガイドライン」に沿って存置することも可とする。

・西B 街区及び東A 街区の解体範囲は、杭を除く全てを撤去することを原則とする。
ただし、施設・施工計画上支障がある杭は、周辺環境への影響を考慮の上、撤去することも
可とする。

（削除）

・解体範囲内に存置するものについては、西B 街区及び東A 街区の杭も含めて、「既存地下
工作物の取り扱いに関するガイドライン」に沿って有用物としての管理に必要な位置等の情
報の記録を作成すること。

・解体範囲内に存置するものについては、「既存地下工作物の取り扱いに関するガイドライ
ン」に沿って有用物としての管理に必要な位置等の情報の記録を作成すること。

・旧与野公民館の解体については、令和８年度以降に着手することができるものとする。
・旧与野公民館の解体については、契約締結後、本市との協議を経て着手することができ
るものとする。

・西谷公園の解体については、令和９年度以降に着手することができるものとする。
・西谷公園の解体については、契約締結後、本市との協議を経て、一定程度の周知期間を確
保した後、着手することができるものとする。

 与野体育館の解体については、令和10 年度以降に着手することができるものとする。  与野体育館の解体については、令和11年10月以降に着手することができるものとする。

３ 施設整備の概要

（1) 本施設を構成する機能の全体像

ア 本施設に導入する機能一覧　表４ 12 カフェ・コンビニ カフェ・自動販売機

（2) 施設規模の設定

20,680±3％

コンビニ　50㎡～200㎡

20,000±５％

（削除）

・各施設及び諸室面積については、【別紙9　諸室諸元表】を参照すること。
・各施設及び諸室面積については、【別紙9　諸室諸元表】を参照すること。
・施設内の各機能の管理区分は、設計時に本市と協議して決定すること。

10

ア 面積 13
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要求水準書（案）

（設計・建設）
頁 修正前 修正後

第２ 設計業務

１ 共通事項

・事業者は、提案書の内容に従って本施設の建設工事及び事業区域内の既存施設の解体工
事の設計を行い、設計図書を作成すること。

・事業者は、提案書の内容に従って本施設の建設工事の設計を行い、設計図書を作成する
こと。

設計段階から施工段階まで一貫したBIMを活用した合理的な施設整備を実施し、合意形成

の円滑化、設計の品質向上、施工の合理化、運用の効率化等に努めること。

設計段階から施工段階まで一貫したBIMを活用した合理的な施設整備を実施し、合意形成

の円滑化、設計の品質向上、施工の合理化、維持管理・運営の効率化等に努めること。

-
・線路近接工事の施工に伴う事故を確実に防止するため、必要な安全対策等について鉄道
事業者と協議を行うこと。

２ 業務内容

（1) 事前事後調査

エ　既存建築物汚染物質調査（アスベスト、PCB等） エ　既存建築物汚染物質調査（アスベスト）

、PCB等）を実施し、調査報告書を本市に
提出すること。

事業者は、既存建築物汚染物質調査（アスベスト）を実施し、調査報告書を本市に提出する
こと。

全ての汚染物質は関係法令等に従い、適切に処分すること。また、PCB含有機器等があった

場合の取り扱いについては、本市と協議すること。

全ての汚染物質は関係法令等に従い、適切に処分すること。なお、PCB含有機器等があっ

た場合の取り扱いについては、本市と協議すること。

-

オ　什器備品調査
 事業者は、既存施設内の什器備品の調査を行うこと。調査対象範囲は、再編対象となる公

共施設のうち、事業区域内にある既存施設について行うこと。

 調査内容は、本市が提供する備品台帳を基に、整備後の施設において継続使用の有無を

判定すること。詳細については、本市と協議すること。

（削除）

オ　その他

15 カ　その他 オ　その他

（2) 基本設計・実施設計

16
 什器備品調査の結果を踏まえ、「別紙11 什器備品リスト」を参照の上、建築計画や社会情

勢の変化に対応する「新たに調達する什器備品計画」を作成すること。詳細については、本
市と協議すること。

設備品リスト」、「別紙９　諸室諸元表」等を基に、市との協議等を実施した上で、備品の配置
に係るレイアウト（案）を作成すること。作成したレイアウト（案）を基に「備品リスト」を本市と
協議し作成すること。

（3) 解体設計

16
(3) 解体設計
 業務内容は、西A 街区、西B 街区、東A 街区、東B 街区内の全ての施設と外構の解
体設計業務とする。

（削除）

第３ 工事監理業務

17 第３　建設・解体工事監理業務 第３　工事監理業務

２ 業務内容

17
・業務内容は、本施設の建設、既存施設の解体及び本事業に起因する全ての工事の工事監
理業務とする。

・業務内容は、本事業に起因する全ての工事の工事監理業務とする。

14

エ　既存建築物汚染物質調査（アスベスト） 15
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要求水準書（案）

（設計・建設）
頁 修正前 修正後

第４ 建設・解体業務

２ 業務内容

（3) 什器備品調達・設置

19
事業者は、「新たに調達する什器備品計画」により、本施設にかかる什器備品等を「国等に
よる環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）」に則って調達・設置する
こと。

事業者は、「備品リスト」により、本施設にかかる什器備品等を「国等による環境物品等の
調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）」に則って調達・設置すること。

（4) 立会い・検査

19 （4) 立会い・検査 （4) 検査・立会い

（5) 施工者の配置

19 （5) 施工者の配置 （5) 現場代理人等の配置

第５ 施設計画

１ 建築計画

（1) 建物配置計画

20  利便施設（カフェ・コンビニ等）は周辺住民も幅広く利用できるよう配置すること。  利便施設（カフェ等）は周辺住民も幅広く利用できるよう配置すること。

（5) 内外装計画

ア　共通事項 22 - 地震時の剥落、落下による二次災害抑制に配慮した資材とすること。

イ　外装 22 地震時の剥落、落下による二次災害抑制に配慮した内外装材とすること。 （削除）

（7) 駐車場・駐輪場計画

ア 駐車場計画 24 ・混雑時においても周辺の道路に渋滞を起こさないよう対策を講じること。
・混雑時においても周辺の道路に渋滞を起こさないよう、道路から駐車場入り口までの距
離をとる等対策を講じること。

（8) 外構計画

ア 外構 25
・カフェ、コンビニ及び図書館等の荷捌きスペース、産業文化センターへの搬入口を適切な
位置に確保し、必要に応じた搬入ヤードを計画すること。

・カフェ、図書館等の荷捌きスペース、産業文化センターへの搬入口を適切な位置に確保
し、必要に応じた搬入ヤードを計画すること。

（9) 防災計画

　 27

雨水流出を抑制する施設として、「埼玉県雨水流出抑制施設の設置等に関する条例」第５条
を準用し、事業計画地を対象とした地下構造物の雨水抑制施設を、西A 街区の広場等の公
共空地に設けること。なお、同条例第11 条の規定による雨水流出抑制施設の設置が必要
となる場合は、合築を妨げない。

雨水流出を抑制する施設として、「埼玉県雨水流出抑制施設の設置等に関する条例」第５条
を準用し、事業計画地を対象とした地下構造物の雨水抑制施設を、西A 街区の広場等の公
共空地に設けること。なお、同条例第11 条の規定による雨水流出抑制施設の設置が必要
となる場合は、合築を妨げない。また、雨水抑制施設の上部に工作物等を設置する場合は、
本市と協議すること。

３ 設備計画

（2) 電気設備計画

イ　動力設備 30 ケーブルラック、配管仕様については、施工場所の耐候性を考慮して選定すること。 ケーブルラック、配管仕様については、設置場所の耐候性を考慮して選定すること。

エ　受変電設備 31
用充電設備に対応した受変電設備を設置すること。さらに、将来の増設に対応可能とする
ため、公用車用８台(急速充電50kW/台)、一般車用17台（普通充電６kW/台）以上の電気
自動車用充電設備を置くことを想定した受変電設備とすること。

用充電設備に対応した受変電設備を設置すること。

キ 構内交換設備 32
、コンビニ等、各テナント業者用は個別に電話局線を引き込むことが出来るものと

すること。

ト　構内配電線路、通信線路設備 35 (普通充電６kW/台)の電源を見込んだ配線計画とし、位置については、設計時に本市と協
議すること。

（削除）

ナ 太陽光発電設備 35
の対策を講じること。

・設置場所については、２階以上に設ける等の雨水等への対策を講じること。
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要求水準書（案）

（設計・建設）
頁 修正前 修正後

（3) 機械設備計画

ア   給排水衛生設備

a.衛生器具設備 36
トイレの小便器は清掃を考慮し、原則として低リップ型とする。なお、幼児用大・小便器を適
宜設置すること。

トイレの小便器は清掃を考慮し、原則として低リップ型とする。

幼児用大・小便器を適宜設置すること。

c. 排水設備 36
・コンビニ等からの排水は、プラスタートラップやグリーストラッ

プなど、適切な排水除害設備を必要に応じて設けること。 切な排水除害設備を必要に応じて設けること。

４ 各機能計画

（3) 図書館機能

イ 蔵書数　表７ 41 電動集密書架 集密書架

（9) コモンスペース

ウ （仮称）中央区民広場 48
、コンビニ）など、親

和性の高い機能と連動しやすい位置に配置し、市民が憩い・交流する空間を創出すること。 い機能と連動しやすい位置に配置し、市民が憩い・交流する空間を創出すること。

（10) 利便施設

ア コンセプト 49 （削除）

エ コンビニ 50

エ コンビニ

（削除）
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要求水準書（案）

（維持管理・運営）

頁 修正前 修正後

第１ 維持管理業務及び運営業務における全般事項

４ 施設の開庁・開館時間等

7

６ 事業期間終了時の要求水準等

（2) 事業終了後の長期修繕計画の策定 9

事業者は、本施設の状況についてチェック・評価し、以下の点に留意した長期修繕計画
を事業期間終了１年前までに本市に提出すること。
・本事業終了後、本市が効率的・効果的に適切な修繕・更新等（大規模修繕を含む）に取
り組むことができるよう、具体的な長期修繕計画を策定すること。

事業者は、本施設の状況についてチェック・評価し、以下の点に留意した事業終了後の長期
修繕計画を事業期間終了１年前までに本市に提出すること。
・本事業終了後、本市が効率的・効果的に適切な修繕・更新等（大規模修繕を含む）に取
り組むことができるよう、具体的な事業終了後の長期修繕計画を策定すること。

第２ 維持管理業務に関する要求水準

２ 各業務区分に係る要求水準

（6) 環境衛生管理業務

イ 要求水準 18

・空気環境の管理を適切に実施すること。
・給水管理として、水質や残留塩素の検査、貯水槽の掃除等を適切に実施すること。
・排水管理として、排水槽等の清掃を適切に実施すること。
・ごみ処理を適切に実施すること。
・害虫防除を適切に実施すること。

・空気環境の管理を適切に実施すること。
・給水管理として、水質や残留塩素の検査、貯水槽の掃除等を適切に実施すること。
・排水管理として、排水槽等の清掃を適切に実施すること。
・ごみ処理を適切に実施すること。なお、既存施設のごみ廃棄量は付属資料１３「既存施設
における廃棄物に関しての情報」のとおり。
・害虫防除を適切に実施すること。

（7) 警備業務

イ 要求水準

c. 定位置業務 19

・本施設の定位置（管理・警備室）に1 名以上の警備員が常駐し、次の業務を行う。
なお定位置業務にあたるものは、同業務にあたっている時間中は巡回業務を兼務し
てはならない。
－入退館者の監視、管理
－不審者、不審車両の侵入防止
－施錠管理
－鍵の受渡し、保管及びその記録
－文書、物品等の収受及び引継ぎ
－拾得物、遺失物の管理及び記録
－急病、事故、火災等発生時の対応
－宿日直業務（戸籍に関する届出の預かり、緊急性のある通報等の聞き取り及び関
係所管課への連絡）

・本施設の定位置（管理・警備室）に1 名以上の警備員が常駐し、次の業務を行う。
なお定位置業務にあたるものは、同業務にあたっている時間中は巡回業務を兼務し
てはならない。
－入退館者の監視、管理
－不審者、不審車両の侵入防止
－施錠管理
－鍵の受渡し、保管及びその記録
－文書、物品等の収受及び引継ぎ
－拾得物、遺失物の管理及び記録
－急病、事故、火災等発生時の対応
－宿日直業務（戸籍に関する届出の預かり、南部建設事務所への道路事故の通報、その他
緊急性のある通報等の聞き取り及び関係所管課への連絡、文書・郵便物・物品等の受領、死
体(胎)埋火葬許可書の作成及び交付、その他管理上必要な事項（夜間点検時の鍵の開閉対
応等））

（8) 駐車場・駐輪場管理業務

イ 要求水準

a. 駐車場管理 20

駐車場の利用可能時間においては以下の業務等を行うこと。なお、業務を実施するに
あたり機械管理を基本とするが、駐車場が混雑した場合、又は混雑が予想される場合
には駐車場内及び車両入口付近に車両を誘導する整理員を配置する等、混雑の緩和、
安全の確保について対応を行うこと。また、DX の一環として、駐車場の「質」を高める
観点から、IoT などデジタルツールの積極的な活用を期待する。

駐車場の利用可能時間においては以下の業務等を行うこと。なお、業務を実施するに
あたり機械管理を基本とするが、敷地内での整理員の配置や、DXの活用など民間事業
者のノウハウを発揮し、混雑の緩和や、安全の確保に努めること。また、DX の一環とし
て、駐車場の「質」を高める観点から、IoT などデジタルツールの積極的な活用を期待
する。

（9) 修繕・更新業務

ア 業務の内容 21

・事業者は、本施設の引渡しから事業期間終了までの間、本施設の建築物、建築設備、
舞台機構及び舞台設備、並びに外構施設に関し、施設が正常に機能するよう、修繕計画
書に基づいて、必要な修繕、更新を実施すること。ここでいう修繕、更新とは大規模修
繕を含まない。ただし、やむを得ず事業期間中に大規模修繕が必要となる事態が生じ
た場合は本市と協議すること。

・事業者は、本施設の引渡しから事業期間終了までの間、本施設の建築物、建築設備、
舞台機構及び舞台設備、並びに外構施設に関し、施設が正常に機能するよう、修繕計画
書に基づいて、必要な修繕、更新を実施すること。ここでいう修繕、更新とは大規模修
繕を含まない。なお、原則として事業期間中の大規模修繕は想定していない。ただし、
事業者の責によらない理由によりやむを得ず事業期間中に大規模修繕が必要となる事
態が生じた場合は本市と協議すること。

イ 施設の引渡しから事業期間終了までの長期
修繕計画

22 イ 長期修繕計画 イ 施設の引渡しから事業期間終了までの長期修繕計画

ウ 修繕・更新業務の実施

a. 単年度修繕計画書の作成、提出 22
・事業者は、本市と協議の上、事業期間終了までの長期修繕計画を踏まえ当該事業年度
の修繕に関する計画書を作成し、業務計画書と共に本市へ提出すること。

・事業者は、本市と協議の上、施設の引渡しから事業期間終了までの長期修繕計画を踏
まえ当該事業年度の修繕に関する計画書を作成し、業務計画書と共に本市へ提出する
こと。
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要求水準書（案）

（維持管理・運営）

頁 修正前 修正後

第３ 開館準備業務に関する要求水準

２各業務区分に係る要求水準

（2) 図書館稼働に係る準備業務

イ 図書購入支援及び配架 23
・本施設の本市への引渡しが完了した後、本市が新たに調達する図書30,000 冊程度の図
書を、本施設の供用開始日の10 日前までに配架し、蔵書点検を完了すること。
・図書は【別紙20 与野図書館配架方針】に示す方針に従い配架すること。

・本施設の本市への引渡しが完了した後、本市が新たに調達する図書30,000 冊程度及び
本施設に移動する図書を、本施設の供用開始日の10 日前までに配架し、蔵書点検を完了
すること。
・図書については【別紙20 与野図書館配架方針】に示す方針を参考に、事業者が配架方針
を定め、市の承認を得たうえで配架を行うこと。
・現与野図書館の資料について、本市が移動を行った後、開梱、配架、蔵書点検等を行うこ
と。

第４ 運営業務に関する要求水準

２各業務区分に係る要求水準

（4) 児童センター機能運営業務

イ 要求水準

c. 児童の遊び等に関するイベントや講座等の開
催業務

33

・児童及びその保護者又は付添人が参加できるイベントや講座、本施設を構成する他機
能との交流事業等を企画し、開催すること。
・イベント等の具体的な内容やテーマ並びに頻度については事業者の提案に委ねるが、
以下に示すものについては必ず提案に含めること。なお、参加者の利便性の向上や柔
軟な参加方法の追及の観点から、イベント等の内容に応じてデジタルツール等の積極的
な活用（オンラインイベントの開催等）を期待する。
・当該業務で開催するイベントや講座等については、参加費等を徴収しないこと。

・児童及びその保護者又は付添人が参加できるイベントや講座、本施設を構成する他機能
との交流事業等を企画し、開催すること。
・イベント等の具体的な内容やテーマ並びに頻度については事業者の提案に委ねるが、以
下に示すものについては必ず提案に含めること。なお、参加者の利便性の向上や柔軟な参
加方法の追及の観点から、イベント等の内容に応じてデジタルツール等の積極的な活用（オ
ンラインイベントの開催等）を期待する。
・当該業務で開催するイベントや講座等については、参加費等を徴収しないこと。ただし、イ
ベントや講座で使う道具の類に係る費用は、実費として徴収することは可とする。

（5) 老人福祉センター機能運営業務

イ 要求水準

c. 高齢者の生活相談、健康相談その他各種の
相談対応業務

・医師又は保健師等による血圧測定・疾病予防等に関する健康相談を月2 回以上実施
すること。
・実施に際してはデジタルツールを活用し、参加者の要望に応じてオンラインでの相談
等も可能とすること。

・医師、保健師又は看護師等による血圧測定・疾病予防等に関する健康相談を月2 回
以上実施すること。
・実施に際してはデジタルツールを活用し、参加者の要望に応じてオンラインでの相談
等も可能とすること。

d. 高齢者の教養の向上及び健康の保持増進に
ついての指導、講演会、講習会その他教養講座

の開催業務

・高齢者の健康増進に寄与するため、高齢者が気軽に軽スポーツや健康体操などを実
施できるような活動の機会を提供すること。
・高齢者の生きがい、教養づくりに寄与するため、講演会、講習会その他教養講座を開
催すること。
・開催に際してはデジタルツールを活用し、参加者の要望に応じてオンラインでの相談
等も可能とすること。（指導等の内容からオンラインでの実施が著しく困難である場合
を除く）
・当該業務で開催する講座等については、施設の利用料金以外の参加費等を徴収しな
いこと。

・高齢者の健康増進に寄与するため、高齢者が気軽に軽スポーツや健康体操などを実
施できるような活動の機会を提供すること。
・高齢者の生きがい、教養づくりに寄与するため、講演会、講習会その他教養講座を開
催すること。
・開催に際してはデジタルツールを活用し、参加者の要望に応じてオンラインでの相談
等も可能とすること。（指導等の内容からオンラインでの実施が著しく困難である場合
を除く）
・当該業務で開催する講座等については、施設の利用料金以外の参加費等を徴収しな
いこと。ただし、イベントや講座で使う道具の類に係る費用は、実費として徴収すること
は可とする。

（8) 利便施設運営業務

ア 総則

a. 基本方針 39

カフェ及びコンビニは賑わいを創出し、本施設の重要なコンセプトの1 つである「サード
プレイス」に寄与する重要な機能であるため、事業者は、配置場所や提供メニューの工
夫及び積極的な営業・広告等に民間事業者の創意工夫を最大限に発揮し、魅力ある運
営を実施するものとする。

利便施設は賑わいを創出し、本施設の重要なコンセプトの1 つである「サードプレイス」
に寄与する重要な機能であるため、事業者は、配置場所や提供メニューの工夫及び積
極的な営業・広告等に民間事業者の創意工夫を最大限に発揮し、魅力ある運営を実施
するものとする。

35
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要求水準書（案）

（維持管理・運営）

頁 修正前 修正後

イ 要求水準

a. カフェ運営業務

・販売メニュー及び販売価格については、事業者の提案に委ねるものとするが、良質な
サービスの提供を心がけること。
・店舗内は禁煙とする。
・アルコール類の提供は可とするが注意事項を本市と協議すること。

・販売メニュー及び販売価格については、事業者の提案に委ねるものとするが、良質な
サービスの提供を心がけること。
・店舗内は禁煙とする。
・アルコール類の提供は可とするが注意事項を本市と協議すること。
・カフェ事業者による店舗内での物販は可とする。販売商品については、事業者の提案
に委ねるものとするが、本市と協議の上、決定すること。

b. コンビニ運営業務
・販売品目及び販売価格については、事業者の提案に委ねるものとする。
・電気、水道、ガス等の公共料金の収納ができること。
・住民票、印鑑証明等、本市の各種証明取得サービスの取り扱いができること。
・本市からの販売物の依頼について、店舗の運営に支障のない範囲で協力すること。
・「埼玉県青少年健全育成条例」に定める有害図書の販売は不可とする。
・タバコ及びアルコールの販売は可とするが注意事項を本市と協議すること。

（削除）

b. 自動販売機運営業務

c. 自動販売機運営業務
・自動販売機の設置台数、設置場所は事業者の提案に委ねるものとするが、本市と協議
の上、決定すること。
・販売品目は飲料（アルコール飲料を除く）を基本とするが、その他の販売商品について
は、本市と協議の上、設置することができる。
・自動販売機の設置にあたっては転倒防止等の措置を施すこと。
・自動販売機の外観は本市と協議の上、決定すること。
・災害対応型自動販売機とすること。

b. 自動販売機運営業務
・自動販売機の設置台数、設置場所は事業者の提案に委ねるものとするが、本市と協議
の上、決定すること。なお、台数については現在、各施設に置かれている自動販売機の
台数（付属資料１４「既存施設における自動販売機の台数」を参照）と大きく相違がない
こと。
・販売品目は飲料（アルコール飲料を除く）を基本とするが、その他の販売商品について
は、本市と協議の上、設置することができる。
・自動販売機の設置にあたっては転倒防止等の措置を施すこと。
・自動販売機の外観は本市と協議の上、決定すること。
・災害対応型自動販売機とすること。

c. カフェ及び自動販売機運営業務の変更

d. カフェ、コンビニ及び自動販売機運営業務の変更
・事業者が実施するカフェ運営業務、コンビニ運営業務及び自動販売機運営業務につい
ては、事業期間中、事業者の提案に基づくサービスを継続して実施するものとする。
・ただし、当該事業を継続することにより、本事業全体の履行に重大な影響を与えるこ
とと事業者が立証し、この理由を本市が合理的と認める場合、協議により以下に例示す
るような業務の内容を変更することができるものとする。
－営業日及び営業時間の変更
－カフェ及びコンビニの売り場面積の減
－自動販売機の台数の減
・変更する場合は十分に周知を行うこと。なお、以下に例示する事項については、通常
の業務範囲内として、内容の変更には該当しないものとする。
－カフェ、コンビニ、自動販売機のメニュー、販売品目の入れ替え－カフェ、コンビニの
レイアウトの変更

c. カフェ及び自動販売機運営業務の変更
・事業者が実施するカフェ運営業務及び自動販売機運営業務については、事業期間中、
事業者の提案に基づくサービスを継続して実施するものとする。
・ただし、当該事業を継続することにより、本事業全体の履行に重大な影響を与えるこ
とと事業者が立証し、この理由を本市が合理的と認める場合、協議により以下に例示す
るような業務の内容を変更することができるものとする。
－営業日及び営業時間の変更
－面積の減
－自動販売機の台数の減
・変更する場合は十分に周知を行うこと。なお、以下に例示する事項については、通常
の業務範囲内として、内容の変更には該当しないものとする。
－カフェ及び自動販売機のメニュー、販売品目の入れ替え－カフェのレイアウトの変更

ウ 業務実施に際する留意事項

b. 行政財産の貸付 40

・カフェ、コンビニ及び自動販売機運営業務に供する床（厨房、一体として整備するトイ
レ、事務所、更衣室、食品庫など業務の遂行に必要なものを含む）については、PFI 法
第69 条に基づく行政財産の貸付を行うものとする。
・カフェ及びコンビニに係る床の貸付料は有償であり【別紙35 普通財産貸付料算定基
準・運用】に基づくものとし、所定の額を近傍類似の賃貸実例等により修正した額とす
る（提案にあたっては令和６年10 月時点：月額3,400 円／㎡を採用するものとし、利
便施設運営業務の開始２年前を目途に、提案内容を踏まえて貸付料の見直しを行うも
のとする）。また、カフェ及びコンビニ運営業務に供する床の貸付料については、客席部
分の貸付料を全額免除することを想定している。
・自動販売機設置床の貸付料については、自動販売機の売上（税込額）の100 分の10
とする。
・貸付期間は供用開始日から事業期間終了までとする。

・カフェ及び自動販売機運営業務に供する床（厨房、一体として整備するトイレ、事務
所、更衣室、食品庫など業務の遂行に必要なものを含む）については、PFI 法第69 条
に基づく行政財産の貸付を行うものとする。
・カフェに係る床の貸付料は有償であり【別紙35 普通財産貸付料算定基準・運用】に基
づくものとし、所定の額を近傍類似の賃貸実例等により修正した額とする（提案にあ
たっては令和６年10 月時点：月額3,400 円／㎡を採用するものとし、利便施設運営
業務の開始２年前を目途に、提案内容を踏まえて貸付料の見直しを行うものとする）。
また、カフェ運営業務に供する床の貸付料については、客席部分の貸付料を全額免除
することを想定している。なお、カフェ店舗内において物販を行う場合は、物販に供す
る部分は床貸付料の対象とする。
・自動販売機設置床の貸付料については、自動販売機の売上（税込額）の100 分の10
とする。
・貸付期間は供用開始日から事業期間終了までとする。

c. 厨房設備等什器備品の取り扱い

カフェ及びコンビニ運営業務に必要となる厨房設備、調理器具、及び什器備品等につい
ては事業者の負担において設置、維持管理を行い、事業期間終了までに撤去すること。
なお、撤去する範囲は独立採算にて自ら整備したカフェ及びコンビニの内装、建築設備
等とする。具体的な撤去の範囲については事業期間終了の60 日前までに本市と協議
を行うこと。

カフェ運営業務に必要となる厨房設備、調理器具、及び什器備品等については事業者
の負担において設置、維持管理を行い、事業期間終了までに撤去すること。なお、撤去
する範囲は独立採算にて自ら整備したカフェの内装、建築設備等とする。具体的な撤去
の範囲については事業期間終了の60 日前までに本市と協議を行うこと。

d. 資格の取得
カフェ及びコンビニ、自動販売機運営業務に必要となる資格・申請等の取得・更新等は、
事業者が実施すること。

カフェ及び自動販売機運営業務に必要となる資格・申請等の取得・更新等は、事業者が
実施すること。

e. 衛生管理及び廃棄物処理

事業者は、カフェ及びコンビニ、自動販売機運営業務にあたっては、衛生管理に十分配
慮し、定期的な清掃、防鼠・防虫業務などを行うこと。また、事業者は、業務に伴い発生
する廃棄物を適切に処理すること。なお、業務により発生するごみ処理費は、事業者の
負担とする。

事業者は、カフェ及び自動販売機運営業務にあたっては、衛生管理に十分配慮し、定期
的な清掃、防鼠・防虫業務などを行うこと。また、事業者は、業務に伴い発生する廃棄物
を適切に処理すること。なお、業務により発生するごみ処理費は、事業者の負担とす
る。

f. 営業形態 カフェ及びコンビニの営業形態は、出店事業者の直営、フランチャイズ店舗を可とする。 カフェの営業形態は、出店事業者の直営、フランチャイズ店舗を可とする。

40

41
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要求水準書（案）

（維持管理・運営）

頁 修正前 修正後

（10) 任意事業

ア 総則

b. 任意事業実施に際する施設の使用及び利用
料金又は使用料

44

・任意事業が実施可能な施設は、本施設のうち図書館、産業文化センター、児童セン
ター、老人福祉センター、プール、コモンスペースとする。
・任意事業の実施に際し、本施設のうち【別紙28 会議室等貸出業務の対象諸室一覧
等】に示す諸室を使用することも可とするが、任意事業の実施による稼働率が、各室に
おいて10%を上回ってはならない。また、当該諸室のうち利用料金又は使用料が定め
られているものについては、利用料金又は使用料を支払う必要がある。
・その他の施設においても、任意事業において参加者から参加費等を徴収する場合、各
施設に係る使用料が生じる。
・ただし、コモンスペースにおいては当該使用料の支払いを免除することを想定してい
る。

・任意事業が実施可能な施設は、本施設のうち図書館、産業文化センター、児童セン
ター、老人福祉センター、プール、コモンスペースとする。
・任意事業の実施に際し、本施設のうち【別紙28 会議室等貸出業務の対象諸室一覧
等】に示す諸室を使用することも可とするが、任意事業の実施による稼働率が、各室に
おいて10%を上回ってはならない。ただし、諸室の貸出状況等から、市民の利用に支
障がない範囲においては、本市と協議の上、10％を上回る諸室の使用を可とする。ま
た、当該諸室のうち利用料金又は使用料が定められているものについては、利用料金
又は使用料を支払う必要がある。
・任意事業の実施に際し、各施設に係る使用料が生じる場合がある。使用料の算出にあ
たっては、「さいたま市行政財産の使用料に関する条例」を参照すること。
・ただし、コモンスペースにおいては当該使用料の支払いを免除することを想定してい
る。
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対象資料 修正内容（主な修正箇所、詳細は省略）

8 機能連関イメージ図 ・コンビニの削除に伴う修正

9 諸室諸元表

〇共通事項
　　・(特記事項)
　　　幼児用トイレ設置に関する追記
〇諸室諸元表
　・床仕上げTC：タイルカーペット指定の削除に伴う修正
　・「コンビニ」及び「入札室２」の削除に伴う修正

11 什器備品リスト ・「入札室２」の削除に伴う修正

15 成果物・納品リスト

〇実施設計
　・解体設計の削除に伴う修正
　・営繕積算システムＲＩＢＣの削除に伴う修正
〇建設・解体工事
　・解体設計の削除に伴う修正

16-① 電話回線数 ・「入札室２」の削除に伴う修正

17 維持管理・開館・運営の業務実施体制（兼務）の考え方及び要求事項
・兼務の考え方の再整理に伴う修正
・コンビニの削除に伴う修正

19 移動対象図書資料等資料数・与野図書館所蔵 　入札公告時までに更新予定

26 各施設の利用実績等詳細

26-① 再編対象施設（既存施設）の利用者数 　入札公告時までに更新予定

26-② 再編対象施設（既存施設）の貸出対象諸室における稼働率実績 　入札公告時までに更新予定

27 既存施設の利用料金収入実績 　入札公告時までに更新予定

28 会議室等貸出業務の対象諸室一覧等
・コマ割りの変更に伴う修正
・予約方法の変更に伴う修正

37 中央区役所イベント（令和5年度） 　入札公告時までに更新予定

38 さいたま市情報セキュリティポリシー及び実施手順書

38-① さいたま市情報セキュリティポリシー(R6.4.1) 　入札公告時までに更新予定

38-② 情報システム管理者向け実施手順書(R6.4.1) 　入札公告時までに更新予定

38-③ 情報管理者向け実施手順書(R6.4.1) 　入札公告時までに更新予定

38-④ 職員向け実施手順書(R6.4.1) 　入札公告時までに更新予定

エリアマネジメントの定義について ・エリマネの考え方再整理に伴う修正

イベント・講座の運営について 　入札公告時までに更新予定

各施設機能の開館・運営時間延長の考え方 ・コンビニの削除に伴う修正

図書館イベントルームと公民館コミュニティルームの運用について ・予約方法の変更に伴う修正

44

43

40

要求水準書（案）

別紙一覧表

別紙

48
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付属資料一覧表

対象資料 修正内容（主な修正箇所、詳細は省略）

6 既存施設における公民館講座開催実績 入札公告時までに更新予定

7 既存施設における公民館まつりの概要 入札公告時までに更新予定

13 既存施設における廃棄物に関しての情報 入札公告時までに新規追加予定

14 既存施設における自動販売機の台数 新規追加

要求水準書（案）

付属資料

11



落札者決定基準
頁 修正前 修正後

第１　審査の概要
３　審査委員会の設置

1

第３　二次審査（提案審査）
３　加点審査における評価項目及び評価の視点

(1)事業計画に関する事項

６　DX推進への寄与 6

(2)施設計画に関する事項

２　配置・動線計画 7

３　意匠・景観計画 7

12



落札者決定基準
頁 修正前 修正後

４　各機能連携 8

５　諸室計画 8

13



落札者決定基準
頁 修正前 修正後

５　諸室計画 8

14



落札者決定基準
頁 修正前 修正後

５　諸室計画 8

15



落札者決定基準
頁 修正前 修正後

７　ユニバーサルデザイン・
バリアフリー等への配慮

11 （新規）

8　防災性・安全性への配慮 11 ５　防災性・安全性への配慮 8　防災性・安全性への配慮

９　環境への配慮 11 ６　環境への配慮 ９　環境への配慮

10　経済性への配慮 11 ７　経済性への配慮 10　経済性への配慮

６　外構 10
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様式集
修正前 修正後

第２ 提出書類の一覧

４ 一次審査（入札参加資格審査）に関する提出書類

様式4-3 4 MS-Excel MS-Word

６ 二次審査（事業者提案）に関する提出書類

(1)入札に関する提出書類（正本1 部・電子データ）

(2)入札書類(正本1 部)

様式６-3 5 MS-Excel MS-Word

様式６-5 5 MS-Excel MS-Word

5 【新規】
様式8-23（利便施設運営業務収支計画表）については、入札時における提出は任意と
するが、利便施設運営業務の開始２年前を目途に本市に提出すること。

様式９－５ 諸室計画に関する提案書（各機能連携） 各機能連携に関する提案書

様式９-6から9-14まで
様式９-5から9-16まで
合計枚数22枚

様式９-6から9-14まで
合計枚数18枚

様式９－１５ 諸室計画に関する提案書（外構） 外構に関する提案書

諸室計画に関する提案書（駐車場・駐輪場） 【削除】

様式９－１６ 【新規】 様式９－１６　ユニバーサルデザイン・バリアフリー等への配慮

(5)図面等（正本１部・副本15 部・電子データ）

図面１～１６ 7 MS-Word 　－

図面ー４　配置図　記載事項 8 ー
・　西A街区における北側の官民境界線から30ｍ以内の範囲について、周辺の住環境
へ配慮した計画が分かるように明示すること。

様式11-12-* 10 長期修繕計画〔棟別〕 施設の引渡しから事業期間終了までの長期修繕計画〔棟別〕

第３ 様式集

様式　共通 - 年度修正 年度修正

様式１－１　入札説明書等に関する質問等提出届 -
さいたま市が令和６年12月に公表した「中央区役所周辺の公共施設再編事業」に係る
入札説明書等について、別紙のとおり質問及び意見等を提出します。

さいたま市が令和●年●●月に公表した「中央区役所周辺の公共施設再編事業」に係
る入札説明書等について、別紙のとおり質問及び意見等を提出します。

様式3－2　守秘義務の遵守に関する誓約書 - 当社は、今般、さいたま市（以下、「市」という。）が令和６年12月に公表した 当社は、今般、さいたま市（以下、「市」という。）が令和●年●月に公表した

様式4-4 -

（必須）令和５年度分納税証明書：法人税※原本
（必須）令和５年度分納税証明書：消費税及び地方消費税※原本
（必須）令和５年度分納税証明書：法人事業税※原本
（必須）令和５年度分納税証明書：法人住民税※原本
（必須）令和５年度分納税証明書：さいたま市税・納税証明等申請書兼証明書※原本

（必須）令和●年度分納税証明書：法人税※原本
（必須）令和●年度分納税証明書：消費税及び地方消費税※原本
（必須）令和●年度分納税証明書：法人事業税※原本
（必須）令和●年度分納税証明書：法人住民税※原本
（必須）令和●年度分納税証明書：さいたま市税・納税証明等申請書兼証明書※原本
（納税義務がない場合は、滞納処分を受けたことのない証明）

様式4－4　競争入札参加申込兼資格確認申請書 - 公告年月日　令和6年12月25日 公告年月日　令和●年●月●日

【添付書類】 -

令和５年度分納税証明書：法人税※原本（納税証明書その３の３）
令和５年度分納税証明書：消費税及び地方消費税※原本（納税証明書その３の３）
令和５年度分納税証明書：法人事業税※原本（応募する主たる事務所がある所在地の

納税証明（未納がないことを確認できるもの））
令和５年度分納税証明書：法人住民税※原本（応募する主たる事務所がある所在地の

納税証明（未納がないことを確認できるもの））
令和５年度分納税証明書：さいたま市税・納税証明等申請書兼証明書※原本（納税義

務がない場合も所定の書式により提出すること。）

令和●年度分納税証明書：法人税※原本（納税証明書その３の３）
令和●年度分納税証明書：消費税及び地方消費税※原本（納税証明書その３の３）
令和●年度分納税証明書：法人事業税※原本（応募する主たる事務所がある所在地の

納税証明（未納がないことを確認できるもの））
令和●年度分納税証明書：法人住民税※原本（応募する主たる事務所がある所在地の

納税証明（未納がないことを確認できるもの））
令和●年度分納税証明書：さいたま市税・納税証明等申請書兼証明書※原本（納税義

務がない場合は、滞納処分を受けたことのない証明を提出すること。）

様式4－6　参加資格要件一覧表

- 延べ床面積 延床面積

(3)事業計画に関する提案書類
     （正本１部・副本15 部・電子データ）

(4)施設計画に関する提案書類
     （正本１部・副本15 部・電子データ）

(7)維持管理に関する提案書類
     （正本１部・副本15 部・電子データ）

様式4－3　一次審査（入札参加資格審査）に係る
                  申請時提出書類一覧

7
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様式集
修正前 修正後

- 延べ床面積 延床面積

(e) - 【新規】

発注形態
・単独
・共同企業体（共同企業体への出資率：　　　％）
（いずれかを記載）

【添付書類】 -
（適宜）(e)に記載の場合、設計実績の根拠書類（契約書及び仕様書又は図面等の規模
が分かる書類等）※写し

（適宜）(e)に記載の場合、設計実績の根拠書類（契約書及び仕様書又は図面等の規模
が分かる書類等、共同企業体の実績を記入する場合は、協定書等及び共同企業体への
20％以上の出資に係る実績の証明書）※写し

- 延べ床面積 延床面積

- 延べ床面積 延床面積

- 延べ床面積 延床面積

様式５－２　入札辞退届 - 令和6年12月25日付で 令和●年●月●日付で

様式6－3　二次審査（事業者提案）提出書類一覧

様式9-5 - 諸室計画に関する提案書（各機能連携） 各機能連携に関する提案書

様式9-15 - 諸室計画に関する提案書（外構） 外構に関する提案書

様式9-16 - 諸室計画に関する提案書（駐車場・駐輪場） ユニバーサルデザイン・バリアフリー等への配慮に関する提案書

様式11-12-* - 長期修繕計画〔棟別〕 施設の引渡しから事業期間終了までの長期修繕計画〔棟別〕

様式6－4　要求水準書及び添付書類に関する誓約書 - 令和6年12月25日付で 令和●年●月●日付で

様式6－5　基礎調査リスト

（2）事業計画に関する事項

設計・建設期間が令和８年（2026年）１月から令和14年（2032年）３月の範囲に収
まっている。

設計・建設期間が令和９年（2027年）６月から令和1７年（2035年）１２月の範囲に収
まっている。

解体期間が令和８年（2026年）１月から令和15年（2033年）６月の範囲に収まってい
る。

削除

維持管理期間が各施設の引渡しから令和29年３月末日までとなっている。 維持管理期間が各施設の引渡しから令和32年３月末日までとなっている。

運営業務期間が各施設の供用開始日（開館準備期間終了日の翌日）から令和29年３月
末日までとなっている。

運営業務期間が各施設の供用開始日（開館準備期間終了日の翌日）から令和32年３月
末日までとなっている。

事業実施体制 -
建築・解体工事監理業務について、現場責任者、管理技術者及び主任技術者を配置さ
れる計画となっている。

工事監理業務について、現場責任者、管理技術者及び主任技術者を配置される計画と
なっている。

（3）施設整備に関する事項

設計段階から施工段階まで一貫したBIMを活用する計画となっているか 設計段階から施工段階まで一貫したBIMを活用する計画となっている

既存建築物汚染物質調査について、調査（アスベスト、PCB等）を実施し、調査報告書を
提出する計画となっている。

既存建築物汚染物質調査について、調査（アスベスト）を実施し、調査報告書を提出する
計画となっている。

　建築計画

　　外構計画 -
カフェ、コンビニ及び図書館等の荷捌きスペース、産業文化センターへの搬入口を確保
する計画となっている。

カフェ及び図書館等の荷捌きスペース、産業文化センターへの搬入口を確保する計画
となっている。

　　防犯計画 - 個人情報を管理する書庫等は、利用者動線から分離した配置する計画となっている。 個人情報を管理する書庫等は、利用者動線から分離して配置する計画となっている。

様式４－７　設計業務を行う者の参加資格要件
                  について

様式4－８　建設・解体業務を行う者の参加資格要件
              について

様式4－９　工事監理業務を行う者の参加資格要件
               について

様式4－１０　維持管理業務を行う者の参加資格要件
                について

-

　設計業務 -

　事業行程
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様式集
修正前 修正後

　設備計画

照明は、各室のスイッチの他に、宿直室及び管理・警備室において一括管理できるよう
にする計画となっている。

照明は、各室のスイッチの他に、管理・警備室において一括管理できるようにする計画
となっている。

構内交換設備について、PHSシステムを導入すること。PHS子機の数量については
33台とする計画となっている。

構内交換設備について、PHSシステムを導入し、PHS子機の数量については33台と
する計画となっている。

放送設備は管理・警備室、中央区役所総務課及び各施設の事務室から放送できるよう
にする計画となっている。

放送設備は管理・警備室、中央区役所総務課及び各施設の事務室から放送できる計画
となっている。

【新規】 容量9.8kwhの蓄電池を設ける計画となっている。

各機能計画

コンビニについて、本施設内に設置する計画となっている。 【削除】

コンビニについて、本施設が休館でも利用できる計画となっている。 【削除】

諸室面積 延床面積

区役所機能
9,370㎡±3％（機能内共用部（廊下等）含む）となっている。

【削除】

公民館機能
650㎡±3％（機能内共用部（廊下等）含む）となっている。

【削除】

図書館機能、産業文化センター機能、児童センター機能、老人福祉センター機能、プール
機能
10,000㎡±3％（機能内共用部（廊下等）及び複合施設共用部（各機能を繋ぐ廊下やエ
レベーター等）含む）となっている。

【削除】

延床面積
20,680㎡±3％（（仮称）中央区民広場、駐車場、駐輪場は含まない）となっている。

20,００0㎡±５％（（仮称）中央区民広場、駐車場、駐輪場は含まない）（機能内共用部
（廊下等）及び複合施設共用部（各機能を繋ぐ廊下やエレベーター等）含む）となってい
る。

（4）維持管理に関する事項

業務計画書等 -
事業期間終了までの長期修繕計画を踏まえ当該事業年度の修繕に関する計画書を作
成し、業務計画書と共に本市へ提出する計画となっている。

施設の引渡しから事業期間終了までの長期修繕計画を踏まえ当該事業年度の修繕に
関する計画書を作成し、業務計画書と共に本市へ提出する計画となっている。

建築設備保守管理業務 -
運転監視を行う電気責任者は、電気事業法に定める第3種電気主任技術者以上、機械
責任者は労働安全衛生法に定める一級ボイラー技士以上の資格免許を有する計画と
なっている。

運転監視を行う電気責任者及び機械責任者は、法令等が遵守されるよう適切に有資格
者を配置する計画となっている。

警備　定位置業務 -
本施設の定位置（管理・警備室）に24時間１名以上の警備員が常駐し、なお定位置業務
にあたるものは、同業務にあたっている時間中は巡回業務を兼務しない計画となって
いる。

本施設の定位置（管理・警備室）に24時間１名以上の警備員が常駐し、定位置業務にあ
たるものは、同業務にあたっている時間中は巡回業務を兼務しない計画となっている。

（5）開館準備に関する事項

業務計画書等 -
各業務に関する日報、月報及び四半期報告書を業務実施報告書として作成し、月報は
業務を行った翌月の10日までに、四半期報告書は当該四半期の最終月の翌月10日ま
でに本市に提出する

各業務に関する日報、月報及び四半期報告書を業務実施報告書として作成し、月報は
業務を行った翌月の10日までに、四半期報告書は当該四半期の最終月の翌月10日ま
でに本市に提出する計画となっている。

図書館機能 -
図書館機能について、施設の本市への引渡しが完了した後、本市が新たに調達する図
書30,000冊程度の図書を、本施設の供用開始日の10日前までに配架し、蔵書点検を
完了すること。

図書館機能について、施設の本市への引渡しが完了した後、本市が新たに調達する
30,000 冊程度の図書及び本施設に移動する図書を、本施設の供用開始日の10日前
までに配架し、蔵書点検を完了する計画となっている。

（6）運営に関する事項

産業文化センター機能運営業務 -
「ホール使用時における業務」の実施に必要な人員として、ホール音響技能管理業務、
舞台設備、照明設備について５年以上の業務実績を有する担当者を専任で配置する計
画となっている。

ホール使用時における業務の実施に必要な人員として、ホール音響技能管理業務、舞
台設備、照明設備について５年以上の業務実績を有する担当者を専任で配置する計画
となっている。

老人福祉センター機能運営業務
医師又は保健師等による血圧測定・疾病予防等に関する健康相談を月2回以上実施す
る計画となっている。

医師、保健師又は看護師等による血圧測定・疾病予防等に関する健康相談を月2回以
上実施する計画となっている。

利便施設運営業務
カフェ及びコンビニ運営業務に必要となる厨房設備、調理器具、什器備品等については
事業者の負担において設置、維持管理を行う計画となっている。

カフェ運営業務に必要となる厨房設備、調理器具、什器備品等については事業者の負
担において設置、維持管理を行う計画となっている。

　
  　電気設備計画

　利便施設

延床面積 -

-

-
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様式集
修正前 修正後

様式7－1　入札書
４.入札金額【税込】が予定価格（31,412,381,000円）を超えている場合には、失格
とする

※　入札金額【税込】が予定価格（●●,●●●,●●●,●●●円）を超えている場合に
は、失格とする。

様式7－2　入札価格内訳書
※　入札金額【税込】が予定価格（31,412,381,000円）を超えている場合には、失格
とする。

※　入札金額【税込】が予定価格（●●,●●●,●●●,●●●円）を超えている場合に
は、失格とする。

様式８－５　投資計画及び資金調達計画

（１）投資計画書 - 建設・解体工事監理業務に係る費用 工事監理業務に係る費用

様式８－６　利便施設運営業務収支計画表

（１）損益計算書

売上高　独立採算事業収入　 - コンビニ運営業務による収入 【削除】

営業費用　独立採算事業収入　 - コンビニ運営業務による収入 【削除】

(３)キャッシュフロー計算書 - (２)キャッシュフロー計算書 (３)キャッシュフロー計算書

キャッシュ・アウト
初期投資1（設計・建設業務）

- 建設・解体工事監理業務に係る費用 工事監理業務に係る費用

(４)貸借対照表 - (3)貸借対照表 (４)貸借対照表

様式８－６　（参照）一覧表

-
設計業務、建設・解体工事監理業務及び建設・解体業務（以下、「設計・建設業務」とい
う。）費用、開館準備業務費用、維持管理業務費用、運営業務費用については、以下の一
覧表に沿って、小項目ごとに作成すること。

設計業務、工事監理業務及び建設・解体業務（以下、「設計・建設業務」という。）費用、開
館準備業務費用、維持管理業務費用、運営業務費用については、以下の一覧表に沿っ
て、小項目ごとに作成すること。

様式８－７　設計・建設業務費用

Ⅰ．設計業務に係る費用 - 解体設計費 【削除】

建設・解体工事監理業務に係る費用 工事監理業務に係る費用

解体工事監理費 【削除】

建設工事監理費 工事監理費

様式8-21

（１）産業文化センター　コマ割り - ５コマ 4コマ

様式８－２３　利便施設運営業務収支計画表

収入 - コンビニ運営業務による収入 【削除】

支出欄 - コンビニ運営業務による支出 【削除】

様式８－２７　DX推進への寄与に関する提案書 - - ※その他BIMの活用に関する具体的な提案

-Ⅱ．建設・解体工事監理業務に係る費用
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様式集
修正前 修正後

様式９－５　諸室計画に関する提案書

諸室計画に関する提案書（各機能連携） 各機能連携に関する提案書

Ａ３横１枚以上 Ａ３横2枚以内

様式９－1５　諸室計画に関する提案書（外構）

諸室計画に関する提案書（外構） 外構に関する提案書

Ａ３横１枚以上 Ａ３横2枚以内

様式９－１６　ユニバーサルデザイン・バリアフリー等への配慮に関する提案書

諸室計画に関する提案書（駐車場・駐輪場） ユニバーサルデザイン・バリアフリー等への配慮に関する提案書

Ａ３横１枚以上 Ａ３横１枚

図面１７　什器備品リスト - 入札室１ 入札室

- 入札室２ 【削除】

様式11－12　長期修繕計画 - 長期修繕計画 施設の引渡しから事業期間終了までの長期修繕計画

※SPCから市内の構成企業・協力企業に対する発注内容、構成企業・協力企業から市
内企業に対する発注内容について、以下の表を参考として、市内企業への発注額を記
載すること。

※市内企業への発注額は、「SPCから市内の構成企業・協力企業への発注額」と「構成
企業・協力企業から市内企業への発注額」の合計とする。

※市内企業への発注額としての対象は、SPCからの二次請け企業までの発注額とす
る。
※提案した市内企業への発注内容は遵守すること。

※SPCから市内の構成企業・協力企業（一次）に対する発注内容、構成企業・協力企業
から市内企業（二次）に対する発注内容、二次下請け企業から市内企業（三次）に対する
発注内容について、以下の表を参考として、市内企業への発注額を記載すること。
※市内企業への発注額は、「１ SPCから市内の構成企業・協力企業（一次）への発注額
③」、「２ 構成企業・協力企業（一次）から市内企業（二次）への発注額⑥」及び「３ 二次下
請け企業から市内企業（三次）への発注額⑨」の合計とする。
※市内企業への発注額としての対象は、SPCからの三次下請け企業までの発注額とす
る。
※４【市内企業への発注額】のうち、提案した市内企業への発注額の総額（③+⑥+⑨）
については遵守すること。
※市内企業への発注額の詳細については、契約締結後、市が指定する様式で提出する
こと。

-

-様式13-2　地域経済への配慮に関する提案書

-

-
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基本協定書（案）
条 項 号 頁 修正前 修正後

第3条 第2項 2
前項の事業者の設立に当たっては、本民間事業者の構成企業は必ず事業者に出資しなけれ
ばならず、また、事業者の設立後も、事業契約で定められた本件事業の期間（以下「本件事業
期間」という。）中は事業者の株式を保有しなければならない。

前項の事業者の設立に当たっては、本民間事業者の構成企業及びその他企業は必ず事業者
に出資しなければならず、また、事業者の設立後も、事業契約で定められた本件事業の期間
（以下「本件事業期間」という。）中は事業者の株式を保有しなければならない。

第6条 第1項 3
市及び本民間事業者は、事業契約に係る仮契約を、令和７年10月31日を目途に、市と事業
者の間で締結させるものとする。（後略）

市及び本民間事業者は、事業契約に係る仮契約を、令和●年●●月●●日を目途に、市と
事業者の間で締結させるものとする。(後略）
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事業契約書（案）
条 項 号 頁 修正前 修正後

頭紙 契約期間　（自）議会の議決を得たる日　（至）令和29年３月31日 契約期間　（自）議会の議決を得たる日　（至）令和32年３月31日

第5条 第3項 1

本件契約、入札説明書等及び民間事業者提案の規定に矛盾、齟齬がある場合には、本件契
約、入札説明書等、民間事業者提案の順に適用及び解釈が優先する。なお、本件契約の解釈
については、発注者が本事業の入札手続において公表した、令和６年●月●日付の入札説
明書等に関する第１回質問への回答及び令和７年●月●日付で公表した入札説明書等に関
する官民対話への回答のうち、事業契約書（案）に関する質問への回答として示したところ
による。また、民間事業者提案の水準が入札説明書等に記載の水準を上回る部分について
は、民間事業者提案の記載が優先する。

本件契約、入札説明書等及び民間事業者提案の規定に矛盾、齟齬がある場合には、本件契
約、入札説明書等、民間事業者提案の順に適用及び解釈が優先する。なお、本件契約の解釈
については、発注者が本事業の入札手続において公表した、令和●年●月●日付の入札説
明書等に関する質問又は官民対話への回答及び令和●年●月●日付で公表した入札説明
書等に関する官民対話への回答のうち、事業契約書（案）に関する質問への回答として示し
たところによる。また、民間事業者提案の水準が入札説明書等に記載の水準を上回る部分
については、民間事業者提案の記載が優先する。

第9条 第2項 3
前項に定める保証の金額は、別紙５に定めるサービス購入費Ａ及びＢ (ただし、サービス購
入費B-2を除く。本条において同じ。)の総額の100分の10以上としなければならない。

前項に定める保証の金額は、別紙５に定めるサービス購入費Ａ及びＢ (ただし、サービス購
入費B-2及びB-3を除く。本条において同じ。)の総額の100分の10以上としなければな
らない。

第１3条 第2項 5
事業者は、前項の通知を受けたときは、７日以内に、発注者に対して次に揚げる事項を通知
し、発注者と協議を行わなければならない。

事業者は、前項の通知を受けたときは、１４日以内に、発注者に対して次に揚げる事項を通
知し、発注者と協議を行わなければならない。

第１４条 第2項 5
発注者は、前項の通知を受けたときは、７日以内に、事業者に対して要求水準書の変更に対
する意見を通知し、事業者と協議を行わなければならない。

発注者は、前項の通知を受けたときは、14日以内に、事業者に対して要求水準書の変更に
対する意見を通知し、事業者と協議を行わなければならない。

第18条 6

（設計業務の実施）
第18条　事業者は、本件契約、要求水準書及び民間事業者提案に従い、設計業務を実施す
る。
2　事業者は、設計業務着手に先立ち、要求水準書に従い、業務計画書、設計業務着手届、技
術者届のほか、発注者が指定する書類を発注者に提出しなければならない。
3　事業者は、前項により事業者が提出した書類の変更が必要なときは、変更内容を発注者
に示し、変更後の書類を発注者に提出するものとする。
4　事業者は、第２項により発注者に提出した書類（前項により変更したときは変更後のも
の）に従い、設計業務を実施する。
5　発注者は、事業者に対して、設計業務の進捗状況に関して適宜報告を求めることができ
るものとし、事業者は報告を求められたときは速やかに対応しなければならない。
6　発注者は、前項の報告を受けたことのみを理由として、事業者の本業務の実施に関して
何らの責任を負うものではない。

（設計業務の実施）
第18条 事業者は、本件契約、要求水準書及び民間事業者提案に従い、設計業務を実施す
る。
2　事業者は、設計業務着手に先立ち、要求水準書に従い、業務計画書、設計業務着手届、技
術者届のほか、発注者が指定する書類を発注者に提出しなければならない。
3　事業者は、前項により事業者が提出した書類の変更が必要なときは、変更内容を発注者
に示し、変更後の書類を発注者に提出するものとする。
4　事業者は、第２項により発注者に提出した書類（前項により変更したときは変更後のも
の）に従い、設計業務を実施する。

第19条 第1項 6

（解体設計）
第19条　事業者は、本件契約、要求水準書及び民間事業者提案並びに前条２項及び第３項
に従い発注者に提出した書類に従い、解体設計にかかる業務を実施する。
2　事業者は、解体設計図書を作成したときは、発注者に提出して、発注者の確認を受け、承
諾を受けるものとする。

（削除）

第１９条 6 （新規）

（設計業務の報告）
第１９条　発注者は、事業者に対して、設計業務の進捗状況に関して適宜報告を求めること
ができるものとし、事業者は報告を求められたときは速やかに対応しなければならない。
２　発注者は、前項の報告を受けたことのみを理由として、事業者の本業務の実施に関して
何らの責任を負うものではない。

第34条 第1項 11

発注者は、解体業務が解体設計図書に従って実施されていること及び本件施設が設計図書
（発注者と事業者との打ち合わせの結果を含む。以下同じ。）に従い建設されていることを
確認するために、解体工事の実施状況並びに本件施設の建設状況及び品質管理について、
事業者に事前に通知した上で、事業者又は建設企業に対して説明を求めることができるも
のとし、また、工事現場において建設状況を事業者の立会いの上確認することができるもの
とする。

発注者は、建設・解体業務が設計図書（発注者と事業者との打ち合わせの結果を含む。以下
同じ。）や契約書等に従い実施されていることを確認するために、解体工事の実施状況並び
に本件施設の建設状況及び品質管理について、事業者に事前に通知した上で、事業者又は
建設企業に対して説明を求めることができるものとし、また、工事現場において建設状況を
事業者の立会いの上確認することができるものとする。

第35条 第2項 11
2　発注者は、事業者の立会いの下で、本件契約、入札説明書等、民間事業者提案及び解体
設計図書にしたがって解体工事が完了していることを、現地調査及び第[28]条第２項の工
事記録等により確認する。

2　発注者は、事業者の立会いの下で、本件契約、入札説明書等、民間事業者提案等にした
がって解体工事が完了していることを、現地調査及び第[28]条第２項の工事記録等により
確認する。
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事業契約書（案）
条 項 号 頁 修正前 修正後

第45条 第１項 14

（契約不適合）
発注者は、引き渡された本件施設が種類又は品質に関して契約の内容に適合しないもの
（以下、「契約不適合」という。）であるときは、事業者に対し、本件施設の修補又は代替物の
引渡しによる履行の追完を請求することができる。ただし、履行の追完に過分の費用を要す
るときは、発注者は、履行の追完を請求することができない。

（契約不適合責任及び期間等）
発注者は、引き渡された本件施設及び完成図書が種類又は品質に関して契約の内容に適合しな
いもの（以下、「契約不適合」という。）であるときは、事業者に対し、本件施設及び完成図書の修
補又は代替物の引渡しによる履行の追完を請求することができる。ただし、履行の追完に過分
の費用を要するときは、発注者は、履行の追完を請求することができない。

第45条 第5項 14
発注者は、引渡された本件施設に関し、引渡しを受けた日から２年以内でなければ、契約不
適合を理由とした履行の追完の請求、損害賠償の請求、代金の減額の請求又は契約の解除
（以下この条において「請求等」という。）をすることができない。

第45条 第6項 14

前項の規定にかかわらず、設備機器本体等の契約不適合については、引渡しの時、発注者が
検査して直ちにその履行の追完を請求しなければ、事業者は、その責任を負わない。ただ
し、当該検査において一般的な注意の下で発見できなかった契約不適合については、引渡
しを受けた日から１年が経過する日まで請求等をすることができる。

第45条 第7項 14
前２項の請求等は、具体的な契約不適合の内容、請求する損害額の算定の根拠等当該請求
等の根拠を示して、事業者の契約不適合責任を問う意思を明確に告げることで行う。

第45条 第8項 15

発注者が第5項又は第6項に規定する契約不適合に係る請求等が可能な期間（以下この項
及び第11項において「契約不適合責任期間」という。）の内に契約不適合を知り、その旨を
事業者に通知した場合において、発注者が通知から１年が経過する日までに前項に規定す
る方法による請求等をしたときは、契約不適合責任期間の内に請求等をしたものとみなす。

第45条 第9項 15
発注者は、第5項又は第6項の請求等を行ったときは、当該請求等の根拠となる契約不適合
に関し、民法の消滅時効の範囲で、当該請求等以外に必要と認められる請求等をすることが
できる。

第45条 第10項 15
第5項から前項までの規定は、契約不適合が事業者の故意又は重過失により生じたもので
あるときには適用せず、契約不適合に関する受注者の責任については、民法の定めるとこ
ろによる。

第45条 第11項 15 民法第６３７条第１項の規定は、契約不適合責任期間については適用しない。

第45条 第12項 15

発注者は、本件施設の引渡しの際に契約不適合があることを知ったときは、第5項の規定に
かかわらず、その旨を直ちに事業者に通知しなければ、当該契約不適合に関する請求等を
することはできない。ただし、事業者がその契約不適合があることを知っていたときは、こ
の限りでない。

第45条 第13項 15
引き渡された本件施設の契約不適合が発注者の指図により生じたものであるときは、発注
者は当該契約不適合を理由として、請求等をすることができない。ただし、事業者がその指
図の不適当であることを知りながらこれを通知しなかったときは、この限りでない。。

第46条 第3項 15 指定管理の期間は、供用開始日から令和29年３月31日までとする。 指定管理の期間は、供用開始日から令和32年３月31日までとする。

第67条 第1項 19
事業者は、要求水準書（維持管理・運営）に従い長期修繕計画書及び単年度修繕計画書を作
成し、発注者に提出するものとする。なお、長期修繕計画書については、施設の引渡しに先
立ち発注者に提出し、発注者の承諾を受けなければならない。

事業者は、要求水準書（維持管理・運営）に従い、施設の引渡しから事業期間終了までの長期
修繕計画書及び単年度修繕計画書を作成し、発注者に提出するものとする。なお、作成した
長期修繕計画書については、施設の引渡しに先立ち発注者に提出し、発注者の承諾を受け
なければならない。

第79条 第1項 23

サービス購入料Ａについては、別紙５に定めるところに従い、事業者は、各事業年度におい
て検査に合格した出来高に応じた金額を発注者に支払を請求することができるものとし､発
注者は請求書の受領後30日以内に支払う。サービス購入料Ｂについては、別紙５に定める
ところに従い、令和●年●月を初回とし、令和29年４月を最終回として、各事業年度の各四
半期終了後に支払うものとする。

サービス購入料Ａについては、別紙５に定めるところに従い、事業者は、各事業年度におい
て検査に合格した出来高に応じた金額を発注者に支払を請求することができるものとし､発
注者は請求書の受領後30日以内に支払う。サービス購入料Ｂについては、別紙５に定める
ところに従い、令和●年●月を初回とし、令和32年４月を最終回として、各事業年度の各四
半期終了後に支払うものとする。

第83条 23  本件契約の契約期間は、契約締結日から令和29年３月31日までとする。  本件契約の契約期間は、契約締結日から令和32年３月31日までとする。

第93条 第1項 第１号 27
 第［43］条による本件施設全部の引渡し前に解除された場合
サービス購入費Ａ及びＢ (ただし、サービス購入費B-2を除く。本条において同じ。)の総額
（ただし消費税相当額を含む。）の100分の10に相当する額

 第［43］条による本件施設全部の引渡し前に解除された場合
サービス購入費Ａ及びＢ (ただし、サービス購入費B-2及びB-3を除く。本条において同

じ。)の総額（ただし消費税相当額を含む。）の100分の10に相当する額

別紙1 34
11
解体設計
解体対象施設の解体・撤去工事にかかる設計をいう。

（削除）

別紙1 34
12
解体設計図書
要求水準書（設計・建設）の別紙15に示される解体設計図書一式をいう。

（削除）

別紙1 34 １３～21 11～19
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事業契約書（案）
条 項 号 頁 修正前 修正後

別紙1 34

16
基本協定書
発注者と民間事業者が令和７年●月●日付けで締結した本事業に関する基本協定書をい
う。

14
基本協定書
発注者と民間事業者が令和●年●月●日付けで締結した本事業に関する基本協定書をい
う。

別紙1 34
22
工事監理企業
基本協定書において建設・解体工事監理業務を担当すると規定されている者をいう。

20
工事監理企業
基本協定書において工事監理業務を担当すると規定されている者をいう。

別紙1 34
23
工事監理業務
要求水準書（設計・建設）に定める建設・解体工事監理業務をいう。

21
工事監理業務
要求水準書（設計・建設）に定める工事監理業務をいう。

別紙1 35 24～38 22～36

別紙1 35

31
事業年度
本件契約の契約期間中の各暦年の４月１日に始まり、翌年の３月31日に終了する1年間をい
う。（ただし、初年度は、本件契約の締結日から令和８年３月31日までの期間をいう。）

29
事業年度
本件契約の契約期間中の各暦年の４月１日に始まり、翌年の３月31日に終了する1年間をい
う。（ただし、初年度は、本件契約の締結日から令和●年３月31日までの期間をいう。）

別紙1 35

39
設計図書
発注者の承諾を受けた、解体設計図書（事業者が本件契約の規定により変更したものを含
む。）、基本設計図書（事業者が本件契約の規定により変更したものを含む。）及び実施設計
図書（事業者が本件契約の規定により変更したものを含む。）又はそのいずれかをいう。

37
設計図書
発注者の承諾を受けた、基本設計図書（事業者が本件契約の規定により変更したものを含
む。）及び実施設計図書（事業者が本件契約の規定により変更したものを含む。）又はそのい
ずれかをいう。

別紙1 35 40～54 38～52

別紙1 36

53
要求水準書
発注者が本事業の入札において令和６年●月●日付で公表した要求水準書及び入札説明
書等に関する質問回答のうち要求水準書に関するものをいう。なお、要求水準書は、要求水
準書（総則）、要求水準書（設計・建設）及び要求水準書（維持管理・運営）から成る。

51
要求水準書
発注者が本事業の入札において令和●年●月●日付で公表した要求水準書及び入札説明
書等に関する質問回答のうち要求水準書に関するものをいう。なお、要求水準書は、要求水
準書（総則）、要求水準書（設計・建設）、要求水準書（維持管理・運営）及び要求水準書（別紙）
から成る。

別紙３ 38
施設の維持管理・運営期間	令和●年●月～令和29年3月末日
事業終了　令和29年3月末日

施設の維持管理・運営期間	令和●年●月～令和32年3月末日
事業終了　令和３２年3月末日

別紙５ １　総論
(1)サービス購
入料の支払い

41

サービス購入料として回収するものは、本事業のうち設計業務、建設・解体工事監理業務及
び建設・解体業務に係る費用（利便施設に係る内装工事及び利便施設運営業務の実施に必
要となる什器備品の調達等に係る費用を除く。以下「設計・建設業務費」という。）、本施設の
維持管理業務の実施に係る費用（以下「維持管理業務費」という。）、開館準備業務の実施に
係る費用（以下「開館準備業務費」という。）及び運営業務の実施に係る費用（利便施設運営
業務に係る費用を除く。以下「運営業務費」という。）。

サービス購入料として回収するものは、本事業のうち設計業務、工事監理業務及び建設・解
体業務に係る費用（利便施設に係る内装工事及び利便施設運営業務の実施に必要となる什
器備品の調達等に係る費用を除く。以下「設計・建設業務費」という。）、本施設の維持管理業
務の実施に係る費用（以下「維持管理業務費」という。）、開館準備業務の実施に係る費用（以
下「開館準備業務費」という。）及び運営業務の実施に係る費用（利便施設運営業務に係る費
用を除く。以下「運営業務費」という。）。

別紙５
２　サービス購
入料の構成

サービス購入
料Ａ
（設計・建設業
務費のうち一
括支払い分）

42
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事業契約書（案）
条 項 号 頁 修正前 修正後

別紙５
３　サービス購
入料の支払方
法

(1)サービス購
入料A（設計・
建設業務費の
うち一括支払
分）

45
サービス購入料Aは、本市による地方債の活用および社会資本整備総合交付金の交付に伴
い、本市が設計・建設業務費の一部を本施設の引き渡し時に一括して支払うものである。

サービス購入料Aは、本市による地方債の活用および社会資本整備総合交付金の交付に伴
い、本市が設計・建設業務費の一部を本施設の設計・建設期間及び引渡し時に出来高に応じ
て支払うものである。

別紙５
３　サービス購
入料の支払方
法

(1)サービス購
入料A（設計・
建設業務費の
うち一括支払
分）

45
事業者は、設計・建設業務の完了確認を受けた後、各年度の３月末を目途に、当該業務に係
る請求書を本市に提出すること。請求書の受領後、30日以内に到来する任意の日に、本市
は支払いを行う。

事業者は、設計・建設業務の竣工確認の通知を受けた後、当該事業に係る請求書を本市に
提出することができる。

別紙５
３　サービス購
入料の支払方
法

(1)サービス購
入料A（設計・
建設業務費の
うち一括支払
分）

ア　地方債の活
用

45

・本市による地方債の発行及び当該分の支払いは年度毎に行うものとし、一括して支払う。
ただし、本市は令和７年度には地方債の発行を予定しておらず、令和７年度に発生した費用
については、令和８年度に発生した費用と合わせて、支払う予定であることに留意するこ
と。

・本市による地方債の発行及び当該分の支払いは年度毎に行うものとし、事業者が提案す
る出来高相当額を上限として、実際の出来高に応じて一括して支払う。ただし、本市は令和
●年度には地方債の発行を予定しておらず、令和●年度に発生した費用については、令和
〇年度に発生した費用と合わせて、支払う予定であることに留意すること。

別紙５
３　サービス購
入料の支払方
法

(1)サービス購
入料A（設計・
建設業務費の
うち一括支払
分）

ア 地方債の活
用

45

別紙５
３　サービス購
入料の支払方
法

(1)サービス購
入料A（設計・
建設業務費の
うち一括支払
分）

イ 社会資本整
備総合交付金
等

45

・本事業は社会資本整備総合交付金（都市再生整備計画事業）の交付対象事業であり、交付
が決定した場合には、交付金の交付年度に、当該交付金額に本市支払い分を一部上乗せし
た額をPFI事業者に一括で支払う。
・交付が決定し、本市が一括で支払うことが可能な金額が増額した場合、その金額を踏まえ
サービス購入料Aを増額し、同額をサービス購入料B-1から減額する。また、サービス購入料
B-1の減額に伴い割賦金利の減額が発生するため、この分についてB-3の減額を行う。
・事業者は提案にあたり、交付金等が交付されない前提で提案を行うこと。

・本事業は社会資本整備総合交付金（都市再生整備計画事業）の交付対象事業であるが、交
付対象については、契約締結後、国との協議により決定する。
・そのため、事業者は提案にあたり、交付金等が交付されない前提で提案を行い、詳細につ
いては契約締結後の交付金の交付状況により決定する。
・交付が決定し、交付金の対象事業となった場合については、市はサービス購入料Aとして
一括で支払うことを想定している。
・上記に伴い、サービス購入料の額・支払方法に変更があった場合については、契約締結後
の協議により変更（増・減額）を行うものとする。

46

【参考：本市が想定している交付金対象事業】
建設工事業務に要する費用（外構に係る工事費も含む）のうち、次の施設とする。
・公民館
・産業文化センター
・一般駐車場（区役所以外）
・太陽光発電設備

別紙５
３　サービス購
入料の支払方
法

(1)サービス購
入料A（設計・
建設業務費の
うち一括支払
分）

ウ 消費税及び
地方消費税

46

・サービス購入料A、B-1及びB-2に係る消費税及び地方消費税については、サービス購入
料Aの支払い時に一括して支払う。
・事業者の提案により交付金対象施設の引渡しが複数回行われる場合、引渡しが行われた
部分に応じて、都度、一括支払いを行う。

・サービス購入料Aに係る消費税及び地方消費税については、サービス購入料Aの支払い時
に都度支払う。
・サービス購入料B-1及びB-2に係る消費税及び地方消費税については、サービス購入料A
の最終支払い時に一括して支払う。
・事業者の提案により対象施設の引渡しが複数回行われる場合、引渡しが行われた部分に
応じて、都度、一括支払いを行う。
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事業契約書（案）
条 項 号 頁 修正前 修正後

別紙５
３　サービス購
入料の支払方
法

(2)サービス購
入料B（設計・
建設業務費の
割賦支払分）

46

・設計・建設業務費総額からサービス購入料Aの一括支払分を除いた残額は、事業者より提
案のあった金利を用い、維持管理期間にわたって、令和29年4月（予定）を最終回として、毎
年度四半期ごと（4月、7月、10月、1月）に元利均等払いにて支払う。初回は、各施設の引渡
し日の1か月後の日が属する月以降で、4月、7月、10月、1月のうち最初に訪れる月とす
る。

・設計・建設業務費総額からサービス購入料Aの一括支払分を除いた残額は、事業者より提
案のあった金利を用い、維持管理期間にわたって、令和32年４月（予定）を最終回として、毎
年度四半期ごと（７月、10月、１月、４月）に元利均等払いにて支払う。初回は、各施設の引渡
し日の1か月後の日が属する月以降で、７月、10月、１月、４月のうち最初に訪れる月とす
る。

別紙５
３　サービス購
入料の支払方
法

(2)サービス購
入料B（設計・
建設業務費の
割賦支払分）

46
・提案時における基準金利の適用日は令和6年7月26日とし、同日の午前10時30分現在
におけるREFINITIV東京スワップレート（T.S.R）として表示されるTONAベース10年物
（円／円）金利スワップレート（0.983％）を用いること。

・提案時における基準金利の適用日は令和●年●月●日とし、同日の午前●時●分現在に
おけるREFINITIV東京スワップレート（T.S.R）として表示されるTONAベース10年物（円
／円）金利スワップレート（●.●●●％）を用いること。

別紙５
３　サービス購
入料の支払方
法

(2)サービス購
入料B（設計・
建設業務費の
割賦支払分）

47

別紙５
３　サービス購
入料の支払方
法

(3)サービス購
入料C（開館準
備業務費）

47
・事業者は開館準備業務の終了の都度、請求書を発行すること。請求書の受領後、受領後
30 日以内に到来する任意の日に、本市は支払いを行う。

・事業者は開館準備業務の終了の都度、請求書を発行すること。請求書の受領後、30 日以
内に到来する任意の日に、本市は支払いを行う。

別紙５
３　サービス購
入料の支払方
法

(4)サービス購
入料D-1,D-
2,D-3及びD-
5（維持管理業
務費のうち業
務費④を除く
もの）

47
・事業期間最終四半期（令和29年1～3月）の業務履行に対する対価の支払いは事業終了後
となる。

・事業期間最終四半期（令和32年1～3月）の業務履行に対する対価の支払いは事業終了後
となる。

別紙５
３　サービス購
入料の支払方
法

(5)サービス購
入料D-4（維持
管理業務費の
うち業務費④）

47 ・事業期間最終年度（令和28年度）の業務履行に対する対価の支払いは事業終了後となる。 ・事業期間最終年度（令和31年度）の業務履行に対する対価の支払いは事業終了後となる。

別紙５
３　サービス購
入料の支払方
法

(6)サービス購
入料E（運営業
務費）

48
・事業期間最終四半期（令和29年1～3月）の業務履行に対する対価の支払いは事業終了後
となる。

・事業期間最終四半期（令和32年1～3月）の業務履行に対する対価の支払いは事業終了後
となる。

別紙５
４　サービス購
入料の改定

(1)物価変動に
基づく改定

ア　着工前の改
定

49

改定に用いる物価指数は、以下のとおりとする。改定に使用する指数は、確報値を基本とす
るが、直前月で確報値が公表されていない月においては、速報値を用いる。なお、本市及び
事業者は、改定に用いる物価指数が消滅したり、内容の見直しにより本事業の実態に対して
不適当となったと認めたときは、採用する指標について協議することができる。

改定に用いる物価指数は、以下のとおりとする。改定に使用する指数は、確報値を基本とす
るが、直前月で確報値が公表されていない月においては、速報値を用いる。なお、本市及び
事業者は、改定に用いる物価指数の消滅や内容の見直し、社会情勢の変化により本事業の
実態に対して不適当となったと認めたときは、採用する指標について協議することができ
る。

別紙５
４　サービス購
入料の改定

(1)物価変動に
基づく改定

ア　着工前の改
定

49
②入札公告日の物価指数を基準として、請求月の物価指数とを比較し、1.5％以上の変動
（ただし、消費税の税率の変更による影響を除く。）があった場合

②入札公告日の物価指数を基準として、着工日の属する月において公表されている直近の
物価指数とを比較し、1.5％以上の変動（ただし、消費税の税率の変更による影響を除く。）
があった場合

別紙５
４　サービス購
入料の改定

(1)物価変動に
基づく改定

イ　建設期間中
の改定（施設供
用開始前の改
定）

50

改定に用いる物価指数は、以下のとおりとする。改定に使用する指数は、確報値を基本とす
るが、直前月で確報値が公表されていない月においては、速報値を用いる。なお、本市及び
事業者は、改定に用いる物価指数が消滅したり、内容の見直しにより本事業の実態に対して
不適当となったと認めたときは、採用する指標について協議することができる。

改定に用いる物価指数は、以下のとおりとする。改定に使用する指数は、確報値を基本とす
るが、直前月で確報値が公表されていない月においては、速報値を用いる。なお、本市及び
事業者は、改定に用いる物価指数の消滅や内容の見直し、社会情勢の変化により本事業の
実態に対して不適当となったと認めたときは、採用する指標について協議することができ
る。

27



事業契約書（案）
条 項 号 頁 修正前 修正後

別紙５
４　サービス購
入料の改定

(1)物価変動に
基づく改定

ウ　施設引渡し
後（開館準備期
間、維持管理・
運営期間）の改
定

51
サービス購入料構成費用毎に、以下に示す適切な指標に基づき改定を行う。なお、本市及び
事業者は、改定に用いる物価指数が消滅したり、内容の見直しにより本事業の実態に対して
不適当となったと認めたときは、採用する指標について協議することができる。

サービス購入料構成費用毎に、以下に示す適切な指標に基づき改定を行う。なお、本市及び
事業者は、改定に用いる指数の消滅や内容の見直し、社会情勢の変化により本事業の実態
に対して不適当となったと認めたときは、採用する指標について協議することができる。

別紙５
４　サービス購
入料の改定

(1)物価変動に
基づく改定

ウ　施設引渡し
後（開館準備期
間、維持管理・
運営期間）の改
定

52
・事業契約の締結以降、サービス購入料を改定していない費用については、入札公告日の物
価指標を前回改定時の指標とみなす。

事業契約の締結以降、サービス購入料を改定していない費用については、入札公告日の指
標を前回改定時の指標とみなす。

別紙５
４　サービス購
入料の改定

(2)金利変動に
基づく改定

ア　基準金利確
定日における
改定

53
サービス購入料B-3の割賦金利について、応募時に使用する基準日(令和6年7月26日)の
基準金利と基準金利確定日(対象施設引渡し日の2営業日前)の基準金利に差が生じた場
合、この金利差に基づき以下の改定を行う。

サービス購入料B-3の割賦金利について、応募時に使用する基準日(令和●年●月●日)の
基準金利と基準金利確定日(対象施設引渡し日の2営業日前)の基準金利に差が生じた場
合、この金利差に基づき以下の改定を行う。

別紙6
２　建設工事期
間におけるモニ
タリング

(1)基本的考え
方

55

別紙５
４　サービス購
入料の改定

(1)物価変動に
基づく改定

イ　建設期間中
の改定（施設供
用開始前の改
定）

50 -
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事業契約書（案）
条 項 号 頁 修正前 修正後

別紙８ 1 70

１　建設工事期間
建設工事期間中に不可抗力に該当する事由が生じ、引渡前の本件施設、解体中の解体対象
施設、仮施設、又は工事現場に搬入済みの工事材料その他建設機械器具等に関し損害（ただ
し実損に限る。）が生じ又は契約履行のための追加的な費用が発生したときは、当該損害及
び追加的な費用の額（合理的な範囲に限り、第［112］条第１項に従い加入される保険の保険
金でてん補されるものを控除する。）が累計で各施設にかかるサービス購入費Ａ及びＢの総
額の100分の1に至るまでは事業者が負担するものとし、これを超える額について発注者
が負担する。

１　建設工事期間
建設工事期間中に不可抗力に該当する事由が生じ、引渡前の本件施設、解体中の解体対象
施設、仮施設、又は工事現場に搬入済みの工事材料その他建設機械器具等に関し損害（ただ
し実損に限る。）が生じ又は契約履行のための追加的な費用が発生したときは、当該損害及
び追加的な費用の額（合理的な範囲に限り、第［112］条第１項に従い加入される保険の保険
金でてん補されるものを控除する。）が累計で各施設にかかるサービス購入費Ａ及びＢの総
額（ただし、引渡し後の本件施設部分は除く）の100分の1に至るまでは事業者が負担する
ものとし、これを超える額について発注者が負担する。

別紙８ 2 70

２　維持管理・運営期間
維持管理・運営期間において不可抗力に該当する事由が生じ、維持管理・運営業務の実施の
ための追加的な費用及び損害が生じたときは、当該追加的な費用及び損害の額（合理的な
範囲に限り、また第［112］条第２項及び第３項に従い加入される保険の保険金でてん補さ
れるものを控除する。）が該当する事業年度の維持管理･運営業務に対して支払われる予定
のサービス購入料Ｄ及びサービス購入料Ｅ（対象機能）の総額の100分の1に至るまでは事
業者が負担するものとし、これを超える額については発注者が負担する。
ただし、独立採算事業に関する業務にかかる追加的な費用及び損害は事業者が負担する。

２　維持管理・運営期間
(1)維持管理・運営期間において不可抗力に該当する事由が生じ、維持管理業務の実施のた
めの追加的な費用及び損害が生じたときは、当該追加的な費用及び損害の額（合理的な範
囲に限り、また第［112］条第２項及び第３項に従い加入される保険の保険金でてん補され
るものを控除する。）が該当する事業年度の維持管理業務に対して支払われる予定のサービ
ス購入料Ｄの総額の100分の1に至るまでは事業者が負担するものとし、これを超える額に
ついては発注者が負担する。

（2)維持管理・運営期間において不可抗力に該当する事由が生じ、運営業務の実施のため
の追加的な費用及び損害が生じたときは、当該追加的な費用及び損害の額（合理的な範囲
に限り、また第［112］条第２項及び第３項に従い加入される保険の保険金でてん補される
ものを控除する。）が該当する事業年度の運営業務に対して支払われる予定のサービス購入
料Ｅ（対象機能）の総額の100分の1に至るまでは事業者が負担するものとし、これを超える
額については発注者が負担する。
ただし、独立採算事業に関する業務にかかる追加的な費用及び損害は事業者が負担する。

別紙９ 2 1 72
ア　施設賠償責任保険
保険の対象　施設そのものの構造上の欠陥や管理の不備による、第三者賠償責任によ
る損害を担保

ア　施設賠償責任保険
保険の対象　施設管理の不備による、第三者賠償責任による損害を担保
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